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１．法令等

(1)　来年４月より、車検を受けられる期間が延びます ～ 年度末を避けて余裕を

もって受検をお願いします ～

【問合せ先】
物流・自動車局
自 動 車 整 備 課 本田（内線 ） （直通） 【車検関係（全般）】
保障制度参事官室 上地（内線 ） （直通） 【自賠責保険関係】

月別の車検台数

月別車検台数 万台 （ 年から 年までの５年間における平均）
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３月：約 万台

平均約 万台

１か月以内

２年
車検を受けた日

～ ～

旧車検証の有効期限

車検の受検可能期間の拡大（今次改正）

【現行】

車検証の有効期限前１か月以内に受検すると、
新車検証の有効期限を旧車検証の有効期限から
２年間とすることができる。

【改正後】

車検証の有効期限前２か月以内に受検すると、
新車検証の有効期限を旧車検証の有効期限から
２年間とすることができる。

「 か月以内」へ改正

新車検証の有効期限

※自家用乗用車の２回目以降の車検の例

ｓｄｆあｓｄｆ

令和６年６月 日

物流・自動車局

自 動 車 整 備 課

保障制度参事官室

来来年年４４月月よよりり、、車車検検をを受受けけらられれるる期期間間がが延延びびまますす

～ 年度末を避けて余裕をもって受検をお願いします ～

１１．．背背景景

現在、車検は、「有効期間満了日の１１かか月月前前から満了日までの間」※に受検いただいていますが、

車検需要が年度末に集中しているため、この時期は、自動車ユーザーが整備や車検の予約が取り

づらく、自動車整備士も残業・休日出勤に追われるという問題が生じています。

※ この期間に受検すると、残存する旧車検証の有効期間を失うことなく、新車検証に更新できます（下図参照）

２２．．道道路路運運送送車車両両法法施施行行規規則則等等のの改改正正

今般、道路運送車両法施行規則を改正し、「有効期間満了日の２２かか月月前前から満了日までの間」に

受検しても、残存する有効期間が失われないこととしました。また、自賠責保険の有効期間もこれに

整合させるため自動車損害賠償保障法施行規則を改正しました。（いずれも令令和和７７年年４４月月１１日日施施行行）

３３．．自自動動車車ユユーーザザーーのの皆皆様様へへののおお願願いい

車検は年度末が大変混雑します。余裕をもった予約・受検にご協力をお願いいたします。

年度末における車検の混雑緩和と自動車整備士の働き方の改善のため、関係省令を改正

し、車検証の有効期間満了日の「「２２かか月月前前」」から車検を受けられることとしました。
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令和６年６月

物流・自動車局

道道路路運運送送車車両両法法施施行行規規則則及及びび自自動動車車損損害害賠賠償償保保障障法法施施行行規規則則

のの一一部部をを改改正正すするる省省令令ににつついいてて

１１．．背背景景

道路運送車両法（昭和 年法律第 号）第 条に基づく自動車の継続検査に

ついては、道路運送車両法施行規則（昭和 年運輸省令第 号。以下「車両法施

行規則」という。）第 条において、残存する自動車検査証の有効期間を失うこ

となく継続検査が受検可能な期間を、自動車検査証の有効期間が満了する日の一月

前以内（離島に使用の本拠の位置を有する自動車にあっては、二月前以内）と定め

ているところである。

他方、特定の期間、特に年度末等に継続検査関連業務が集中することで、当該期

間中における自動車整備工場等の業務に大きな負担がかかり、その結果、自動車の

使用者が継続検査を円滑に受検することに支障が生じることが懸念される状況に

ある。

そのため、今般、特定の期間に集中する継続検査関連業務の平準化及び自動車の

使用者全体の利便性向上を図るべく、車両法施行規則及び自動車損害賠償保障法施

行規則（昭和 年運輸省令第 号。以下「自賠法施行規則」という。）について

所要の改正を行う必要がある。

２２．．概概要要

（（１１））継継続続検検査査のの受受検検可可能能期期間間のの拡拡大大（（車車両両法法施施行行規規則則第第 条条関関係係））

継続検査を受けようとする自動車の使用者に対し、残存する自動車検査証の有効

期間を失うことなく継続検査が受検可能な期間の起算日を、自動車検査証の有効期

間が満了する日の「一月前」（離島に使用の本拠の位置を有する自動車にあっては、

「二月前」）と規定しているところ、これを全国一律に「二月前」とする。

（（２２））自自動動車車損損害害賠賠償償保保障障法法施施行行令令（（昭昭和和 年年政政令令第第 号号））第第 条条第第４４号号にに規規定定

すするる「「国国土土交交通通省省令令でで定定めめるる期期間間」」のの拡拡大大（（自自賠賠法法施施行行規規則則第第７７条条関関係係））

保険会社（組合）に対し、自動車損害賠償責任保険（共済）に係る保険期間（共

済期間）の末日がその申込みの日から起算して、これから検査を受け、記録される

こととなる自動車検査証の有効期間に「一月」（離島に使用の本拠の位置を有する

自動車について継続検査を受ける場合にあっては、「二月」）を加えた期間を経過

する日より前の日までの契約の申込みについて、契約の締結義務を課していると

ころ、継続検査を受けるものにあってはこれを全国一律に「二月」とする。

３３．．今今後後ののススケケジジュューールル

公 布：令和６年６月 日

施 行：令和７年４月１日
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(2�)　原動機付自転車の区分を見直します ～道路運送車両法施行規則の一部を改正する省

令の制定について～ 

同時発表：警察庁 

令 和 ６ 年 1 1 月 1 3 日  
物流・自動車局車両基準・国際課 

審査・ リコール課 

原動機付自転車の区分を見直します 
～道路運送車両法施行規則の一部を改正する省令の制定について～ 

１．改正内容 
（１） 二輪の原動機付自転車のうち、「総排気量が 0.050Ｌを超え 0.125Ｌ以下であ

り、かつ、最高出力が 4.0ｋＷ以下のもの」を第一種原動機付自転車に新たに追加し
ます。 

（２） （１）の新たな第一種原動機付自転車については、型式認定において、その原動
機に総排気量に加え最高出力も表示させることとします。 

（３） （１）の新たな第一種原動機付自転車の原動機付自転車用原動機については、
型式認定において、その原動機に総排気量に加え最高出力も表示させることとします。 

２．公布・施行 
公布・施行 ： 令和６年（2024年）11月13日 

総排気量0.050Ｌ以下の原動機付自転車（以下「原付」という。）は、取得が容易な原付免
許（普通免許に付帯する免許）で運転することが可能であり、国民の生活に密着した車両です。 
一方、設計最高速度50km/hを超える原付については、中央環境審議会の答申を受け、令和

7年11月以降新たな排出ガス規制が適用されることとなっていますが、メーカーによれば、技術面及
び事業性の観点から、規制に適合した原付の生産・販売が困難となる見込みです。 
このような状況を踏まえ、「二輪車車両区分見直しに関する有識者検討会」（主催：警察

庁）において検討し、「総排気量が0.050Ｌを超え0.125Ｌ以下であり、かつ、最高出力を4.0
ｋＷ以下に制御したもの」を原付免許で運転できるよう道路交通法体系の見直しを行うとともに、
道路運送車両法体系も見直し整合性を担保する旨、昨年12月報告書がとりまとめられました。 
これに基づき、道路運送車両法施行規則について、所要の改正を行います。 

問い合わせ先 
（原動機付自転車の範囲及び種別関係） 
物流・自動車局 車両基準・国際課：松坂、金井 
電話 03-5253-8111（内線 42525）、03-5253-8602（直通） 

（原動機付自転車の型式認定関係） 
物流・自動車局 審査・リコール課：松井、綿貫 
電話 03-5253-8111（内線 42324）、03-5253-8595（直通） 
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令和６年 月

国 土 交 通 省

物流・自動車局

車両基準・国際課

審査・リコール課

道道路路運運送送車車両両法法施施行行規規則則のの一一部部をを改改正正すするる省省令令案案ににつついいてて

１１．．背背景景

中央環境審議会「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について」（第 次答申（平成 年５

月））を踏まえ、大気環境の保全及び国際基準調和の観点から、令和７年 月以降に製作される総排

気量 Ｌ以下で設計最高速度が を超える原動機付自転車（以下「原付」という。）に対し

て、新たな排出ガス規制が開始されることとなった。

一方、規制に対応した原付の開発は困難であり、かつ、開発費用に見合う事業性の見通しが立たな

いことから、今後、取得が容易な原付免許で運転できる総排気量 Ｌ以下の現行区分に該当する

原付の国内での生産・販売の継続が困難とされている。

このような状況を踏まえ、「二輪車車両区分見直しに関する有識者検討会」（主催：警察庁）におい

て検討した結果、以下の方針が示されたところ。

○ 総排気量が Ｌを超え Ｌ以下の二輪自動車のうち、「最高出力」を現行の原付と同

等レベルの ｋＷ以下に制御したものを原付免許で運転できるよう、道路交通法体系の見直し

を行うこと

○ 新たな原付の扱いが、現行の原付と整合するように関係諸制度を改めること（外見上の識別・

道路運送車両法体系の区分等）

道路運送車両法施行規則（昭和 年運輸省令第 号）においては、総排気量 Ｌの現行区分に

該当する原付を第一種原動機付自転車と位置づけて規制していることから、あわせてその範囲を見直

すため、所要の改正を行う必要がある。

２２．．改改正正のの概概要要

⚫ 二輪の原動機付自転車のうち、原動機の総排気量が Ｌを超え Ｌ以下かつ最高出力が

ｋＷ以下のものを第一種原動機付自転車に追加する。

⚫ 新たに追加される第一種原動機付自転車については、型式認定において、その原動機に総排気量

に加え最高出力も表示させることとする。

⚫ 新たに追加される第一種原動機付自転車の原動機付自転車用原動機については、型式認定にお

いて、その原動機に総排気量に加え最高出力も表示させることとする。

３３．．ススケケジジュューールル

公布及び施行：令和６年 月 日
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令 和 ７ 年 ３月 ３１ 日 
物 流 ・ 自 動 車 局 
自 動 車 整 備 課 

自自動動車車のの「「訪訪問問特特定定整整備備」」制制度度をを新新設設ししまますす  

国土交通省では、整備工場に車を持ち込むことなく、自動車整備士に自宅や自社に来てもらい

たいというニーズに応えるため、「「訪訪問問特特定定整整備備」」制度を新設します 

１１．．概概要要  

○ エンジンやブレーキ等の取外しなど安全上重要な整備である「特定整備」は、国の認証を受けた

整備工場である「「認認証証工工場場」」が、その事業場内で行う必要があります。

○ 「訪問特定整備」制度は、安全を担保する一定のルールの下、認認証証工工場場がユーザーの自宅や運送

会社の作業場など事業場外の場所を訪問して特定整備を行うことを可能とするものです。

○ この新しい制度を使えば、例えば、自宅で車のエンジンがかからないときに整備士に来てもらい、

修理を受けることや、人手不足のために自社の整備工場を維持できなくなった運送事業者等に、

認証工場から整備士を派遣して整備を行うことが可能となり、業種の垣根を越えて生産性が向上す

ることが期待されます。

（訪問特定整備制度のポイント） 

認証を受けた自動車整備工場（認証工場）しか訪問特定

整備を行うことはできません。 

ユーザー等から委託された特定整備を他の訪問特定整

備事業者に行わせることはできません。

訪問特定整備の責任は、認証工場が負います。（訪問す

る整備士ではない。）

訪問特定整備制度には、「訪問特定整備」と「限定訪問特

定整備」の２種類があります（別紙参照）

上記以外にも、訪問特定整備に伴う追加のルールがあり

ます。

２２．．ススケケジジュューールル  

公 布 ： 令和７年３月３１日（本日） 

施 行 ： 令和７年６月３０日 

（参考） 

訪問特定整備の関連法令、告示、通達及び Q＆A は、以下 URL から確認いただくことができます。 

○ 訪問特定整備制度について

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr9_000033.html

【お問い合わせ先】物流・自動車局 自動車整備課 浅野、冨岡 

代表 03-5253-8111（内線 42426、42428） 

事業場で整備

（原則）
設備、機器、体制を

有する

訪問特定整備

一定の範囲の特定整備を

一定のルールの下、

事業場外で実施

（ルールを定め）

依頼者宅等 

認証工場 

(3)　自動車の「訪問特定整備」制度を新設します 
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(4�)　自動車特定整備事業者が事業場以外の場所において特定整備を行う場合の実施規程

について 
令和７年３月 

物流・自動車局 

自自動動車車特特定定整整備備事事業業者者がが事事業業場場以以外外のの場場所所ににおおいいてて特特定定整整備備をを行行うう場場合合

のの実実施施規規程程ににつついいてて  

１１．．背背景景 

道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号。以下「法」という。）第 49 条第２項

に規定する「特定整備」を行う事業を営む者（以下「自動車特定整備事業者」とい

う。）は、法第 78 条第１項に基づき特定整備を行う事業場ごとに地方運輸局長の

認証を受け、当該認証を受けた事業場内で特定整備を実施しているところである。 

昨今、インターネットによる自動車整備の予約の普及、自動車運送事業者やレン

タカー事業者等が大量に保有する自動車の点検整備の効率化などを背景として、一

般の自動車ユーザーや自動車運送事業者等が自動車を整備工場に持ち込むことな

く自宅や自社で自動車の簡易な特定整備を受けられる、いわゆる「訪問特定整備」

のニーズが高まっている。 

これを踏まえ、今般、道路運送車両法施行規則（昭和 26 年運輸省令第 74 号。以

下「規則」という。）を改正し、告示において、訪問特定整備を行う場合に当該特

定整備の適切な実施のため必要な要件を定めることとしている。このため、改正後

の規則に基づく告示を新たに制定する必要がある。 

２２．．概概要要 

（（１１））事事業業場場以以外外のの場場所所ににおおいいてて行行ううここととががででききるる特特定定整整備備のの種種類類

・一定の期間に限り、規則第 57 条第 1 号から第 5 号までに掲げる基準を満たす

設備を設置した場所において特定整備（法第 94 条の５第１項の「整備」に該当

するものを除く。）を行うこと（訪問特定整備）。

・安全性の確保及び公害の防止その他の環境の保全を図ることのできる場所にお

いて特定整備のうち次に掲げるもの（法第 48 条第２項の規定において読み替

えて準用する法第 47 条の２第３項の「整備」又は法第 94 条の５第１項の「整

備」に該当するものを除く。）を行うこと（限定訪問特定整備）。

①普通自動車、小型自動車又は軽自動車の制動装置のうちブレーキキャリパを

取り外して行うブレーキパッド（事故、故障等により摩耗又は損傷したもの

に限る。）の交換

②普通自動車、小型自動車又は軽自動車のオルタネータ又はスターターモータ

ーの交換の際に必要となる原動機のうちエンジンマウント、動力伝達装置の

うちドライブ・シャフト（ナックルとの連結部に限る。）、走行装置のうち

フロント・アスクル（ロアアームとナックルの連結部に限る。）又はかじ取

り装置のうちタイロッドエンド（ナックルとの連結部に限る。）若しくはス

- 18 -
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テアリングシャフト（後輪駆動車であってラック・ピニオン式のステアリン

グギヤ構造を備える自動車におけるステアリングシャフトのうちギヤ・ボッ

クスとの連結部に限る。）の取り外し

③大型特殊自動車のうちショベル・ローダ、タイヤ・ドーザ、ホイール・クレ

ーン、グレーダ、ロード・スタビライザ、アスファルト・フィニッシャ、タイ

ヤ・ローラ又はロード・ローラのかじ取り装置のうちステアリング用油圧ホ

ース（当該ホースの交換後に当該ホースに混入した空気を取り除くための作

業が不要であるものに限る。）の交換 

（（２２））事事前前のの届届出出

・訪問特定整備若しくは限定訪問特定整備又はその両方（以下「訪問特定整備等」

という。）の開始日の前日までに、運輸支局長等に次に掲げる事項を記録した

電磁的記録を電子メールで届け出なければならない。

①事業者の氏名又は名称、住所、電話番号、電子メールアドレス及び自ら管理

するウェブサイトのアドレス

②事業場の名称、所在地、電話番号、電子メールアドレス及び認証番号

③下記（３）に規定する訪問特定整備等管理者及び訪問特定整備士の氏名、生

年月日、合格した自動車整備士の技能検定の種類、合格証書番号及び合格年

月日、実務経験期間及びその内容並びに訪問特定整備等教育を受けた日等（下

記（３）に規定する準訪問特定整備士又は訪問車体・電気装置整備士を訪問

特定整備等に従事させるときは、準訪問特定整備士又は訪問車体・電気装置

整備士についての上記事項を含む）

④訪問特定整備等を開始する日

・上記に加え、運輸支局長等が必要であると認めた電磁的記録を提出しなければ

ならない。

・提出した情報に変更があったときは、当該変更後に初めて訪問特定整備等を行

う日の前日までに当該変更内容を記載した電磁的記録を電子メールで届け出な

ければならない。

・訪問特定整備等事業を廃止したときは、廃止の日から 30 日以内に電子メールで

届け出なければならない。 

（（３３））訪訪問問特特定定整整備備又又はは限限定定訪訪問問特特定定整整備備にに従従事事すするる者者のの要要件件等等

・整備主任者のうち少なくとも一人（下記（４）の教育を受けた者に限る。以下

「訪問特定整備等管理者」という。）に訪問特定整備等に関する事項を統括管

理させなければならない。

・訪問特定整備等に従事できる者は、次に掲げる要件を全て満たす者（以下「訪

問特定整備士」という。）とする。

①一級又は二級の自動車整備士の技能検定に合格していること

②３年以上の特定整備の実務経験を有すること

③下記（４）の教育を受けたこと
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④上記（２）③の事項が運輸支局長等に届け出られていること

・ただし、三級の自動車整備士の技能検定に合格し、上記②～④の要件を満たす

者（以下「準訪問特定整備士」という。）は、次のいずれかの場合に限り、訪

問特定整備等に従事できるものとする。

(ｱ)同行する訪問特定整備士の指示の下に、訪問特定整備等に従事する場合

(ｲ)訪問特定整備等管理者が高度な管理手法により訪問特定整備等に関する事

項を統括管理する場合

・加えて、自動車車体整備士又は自動車電気装置整備士の技能検定に合格し、上

記②～④の要件を満たす者（以下「訪問車体・電気装置整備士」という。）は、

訪問特定整備（電子制御装置整備（法第 94 条の５第１項の「整備」に該当する

ものを除く。）に限る。）に従事できるものとする。

（（４４））訪訪問問特特定定整整備備等等にに従従事事すするる者者にに対対すするる教教育育

・次に掲げる者に対して、訪問特定整備等を適切に実施するために必要な教育（以

下「訪問特定整備等教育」という。）を行い、その教育内容等を記録した電磁

的記録（訪問特定整備等教育記録）を作成して訪問特定整備等教育を行った日

から２年間保存しなければならない。 

①訪問特定整備等管理者、訪問特定整備士、準訪問特定整備士又は訪問車体・

電気装置整備士として新たに届け出ようとする者

②最後に訪問特定整備等教育を受けた日から２年を経過した者

（（５５））そそのの他他のの遵遵守守事事項項

・上記（２）の届出に係る事業場において特定整備を適切に実施することができ

る体制を、常時確保すること。

・上記（２）の届出を行ったことを示す証票を訪問特定整備等の作業場所に表示

するとともに、事業者が自ら管理するウェブサイトにも掲載しなければならな

い。

・訪問特定整備等に係る料金（作業工賃、旅費等の内訳を含む。）を事業者が自

ら管理するウェブサイトに掲載しなければならない。

・訪問特定整備士、準訪問特定整備士及びは訪問車体・電気装置整備士（以下「訪

問特定整備士等」という。）に身分証を携行させ、初回訪問時及び依頼者から

求められたときにこれを提示させなければならない。 

・訪問特定整備等を行う前に、依頼者に対し、必要な訪問特定整備等の内容、当

該訪問特定整備等に係る車両の現在の状態などを説明し、訪問特定整備等に係

る料金（作業工賃、部品価格、塗料価格、旅費等の内訳を含む。以下同じ。）

の概算見積りを記録した電磁的記録を提供しなければならない。

・訪問特定整備等を行った後に、依頼者に対し、訪問特定整備等を行った後の車

両の状態などを説明し、訪問特定整備等に係る料金を記録した電磁的記録を提

供しなければならない。

・訪問特定整備等の開始及び完了について依頼者の同意を得たことを証する電磁
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的記録、訪問特定整備等に係る料金の概算見積りを記録した電磁的記録、訪問

特定整備等を行った場所の画像データ、訪問特定整備等を行う前後の車両の画

像データ、交換した部品の画像データ及び請求書、納品書、領収書等の写し（電

磁的記録）を、当該訪問特定整備等を行った日から２年間保存しなければなら

ない。 

・本告示の規定に違反し、若しくは違反するおそれがある場合、又は訪問特定整

備等に起因して訪問特定整備士等その他第三者の生命若しくは身体に対し重大

な危害が発生した場合、遅滞なく、その旨を上記（２）の届出を行った運輸支

局長等に報告しなければならない。

・訪問特定整備等の体制について、定期的に、訪問特定整備等について相当の知

見を有する第三者による確認を受けなければならない。

３３．．今今後後ののススケケジジュューールル 

公 布：令和７年３月３１日 

施 行：令和７年６月３０日 
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２．通達等

(1)　「自動車整備業における自主行動計画策定のためのガイドライン」について

1  
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(2�)　車両 ECU から読み出される車台番号等の情報の取り扱いについて（周知依頼）  
事 務 連 絡

令和６年５月 日

（一社）日本自動車整備振興会連合会 御中

国土交通省 物流・自動車局 自動車整備課

（独）自動車技術総合機構 情報・技術センター

車両 から読み出される車台番号等の情報の取り扱いについて（周知依頼）

平素より自動車技術行政に御理解と御協力を賜り、御礼申し上げます。

車載式故障診断装置を活用した検査（ 検査）では、車両に検査用スキャンツールを接

続し、（独）自動車技術総合機構が管理する 検査システムと通信することにより合否判

定を行いますが、この際、車両 に記録されている車台番号等の情報が読み出され、「特

定 照会アプリ」の画面上に自動表示されます。（参考図参照）

この車両 から読み出される車台番号等の情報は、自動車製作者等が車両 に記録

しているものであり、原則、 検査対象車両の自動車検査証（車検証）に記載された車台

番号と一致しますが、ごく稀に車台番号と異なる車両や車両 に車台番号等の情報が記

録されていない車両が存在します。

この点を含め、車両 から読み出される車台番号等の情報と 検査（ 確認含む）

との関係性等を下記のとおり示しますので、貴会におかれましては、傘下会員へ周知いた

だきますようよろしくお願いいたします。

記

１．車両 から読み出される車台番号等の情報と車検証に記載された車台番号との関係

検査対象車であれば国産車、輸入車ともに車両 に記録された車台番号等の情

報と車検証に記載されている車台番号は基本的には一致する。

ただし、ごく稀に車検証に記載されている車台番号と車両 に記録された車台番号

等の情報が異なる車両や、車両 に車台番号等の情報が記録されていない車両が存在

する。
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２．車両 に記録されている車台番号等の情報と 検査の関係

車検証に記載されている車台番号と車両 に記録された車台番号等の情報の表記が

異なる車両や車両 に車台番号等の情報が記録されていない車両であっても、 検

査の合否には影響はない。

車検証に記載されている車台番号を真とし 検査又は 確認を行うこと。

３．車検証に記載された車台番号と車両 に記録された車台番号等の情報が一致しない

車両の検査場における取扱い

認証工場において 確認を行った車両については、原則、検査場における 検査

を省略することとしているが、 確認時に車検証に基づき入力された車台番号と車両

に記録された車台番号等の情報が一致しなかった車両については、これに拘わらず、

念のため、検査場における 検査を実施する。

（参考）「特定 照会アプリ」の画面に表示される車両 から読み出された車台番号等

の情報の例

アプリでは車台番号に含まれる「－（ハイフン）」

は除いて表示します。 

- 37 -
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(3�)　Microsoft 社による Windows10 のサポート終了について（周知依頼）

事 務 連 絡

令和６年６月３日

（一社）日本自動車整備振興会連合会 御中

国土交通省 物流・自動車局 自動車整備課

（独）自動車技術総合機構 情報・技術センター

社による のサポート終了について（周知依頼）

平素より自動車技術行政の円滑な推進に格別の御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上

げます。

車載式故障診断装置を活用した検査（ 検査）については、（独）自動車技術総合機構

が提供する 検査システムを用いて 検査を実施いただくこととなります。その際、

当該システムの一つである特定 照会アプリの動作環境については、現状、 及

び において保証されているところです。

一方、 社は、令和７年 月 日をもって のサポートを終了する

旨を発表しています。（独）自動車技術総合機構では、当該サポート終了日をもって、ただ

ちに を搭載した端末への「特定 照会アプリ」の配布を停止することはしな

いものの動作保証はできず、 社による改修内容によっては、その影響を受けて、

これらの端末で「特定 照会アプリ」等を使用できなくなる可能性があります。

つきましては、 のサポート終了日以降も 検査の実施体制に影響が生じな

いよう、貴会におかれては、下記の点について傘下会員へ周知いただくとともに、貴会広

報誌等にも掲載いただく等、幅広い周知へのご協力をよろしくお願いいたします。

記

１． 検査（ 確認）に を搭載した端末を使用している場合、令和７年

（ 年） 月 日までに を へアップデートすることを推奨します。

※ 社は、 から への無償アップデートを実施中（令和６年

５月現在）

２．新たに、 検査用の端末を購入する場合には、 が であることを確認

してください。

以上
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(4)　マイナンバーカード活用等に向けた積極的な周知の御協力のお願いについて（依頼）



(299)



(300)

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
を
健
康
保
険
証
と
し
て
使
う
に
は

4

/
40

74 75

※

1 2 3 4

顔
認
証
の
場
合

暗
証
番
号
の
場
合

マ
イ
ナ
保
険
証
を
使
う
と
ど
ん
な
良
い
こ
と
が
あ
る
の
?

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
を
安
⼼
し
て
お
使
い
い
た
だ
く
た
め
に

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
IC
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
総
合

フ
リ
ー
ダ
イ
ヤ
ル

01
20

-9
5-
01

78
9

30
20

00

9
30

17
30

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
/�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

1

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

2

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

※
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

3



(301)



(302)



(303)



(304)



(305)



(306)

(5)　道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）第 29 条第４項第７号の規定

に基づき国土交通大臣の指定が行われた装置の装着について（注意喚起）
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(6)　道路運送車両法施行規則第 62 条の２の２の一部改正について（周知）
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(7)　「封印取付け委託要領」の一部改正について（周知）
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(8)　「封印取付け委託要領の運用等」の一部改正について
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(9)　特定 DTC 照会アプリのアップデート時にエラーが発生した場合の取扱細則について
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別添 

特定 DTC 照会アプリのアップデート時にエラーが発生した場合の取扱細則 

 

１．用語の定義 

この細則の用語は、道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号）、道路運送車両法施

行規則（昭和 26 年運輸省令第 74 号）、道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令

第 67 号）、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示

第 619 号）及び「OBD 検査用サーバーに接続できない場合の特例措置の実施要領につ

いて」（令和６年３月 28 日国自基第 221 号、国自整第 270 号。以下「実施要領」とい

う。）に定めるほか、次の各号に定めるところによる。 

（１）「アップデート」とは、（独）自動車技術総合機構（以下「機構」という。）が行

う特定 DTC 照会アプリのアップデートをいう。 

（２）「アップデートエラー」とは、本来、自動で行われる特定 DTC 照会アプリのア

ップデートが、何らかの理由により適切に行われず、特定 DTC 照会アプリを使用で

きない状態となることをいう。 

 

２．特定 DTC 照会アプリのアップデートエラーが発生した場合の特例措置 

（１）OBD 検査コールセンターへの連絡 

  指定自動車整備事業者は、特定 DTC 照会アプリのアップデートエラーが発生した

場合には、機構が設置する OBD 検査コールセンター（以下単に「コールセンター」

という。）に連絡し、解消方法等に関するガイダンスを受けることができる。 

（２）特例措置の適用 

  コールセンターは、指定自動車整備事業者から（１）の連絡を受けた場合には、

同日中は実施要領２－１（３）の事象として特例措置を適用して差し支えない（即

ち、同日中は警告灯により合否判定を行って差し支えない）ことを伝えるものとし、

その結果連絡者から措置を適用する意思が確認された場合は、当該指定自動車整備

事業者の名称、管轄運輸支局等、指定番号、連絡者名及び連絡先並びに連絡を受け

た日時を記録した上で、機構が定める「特例番号」を伝えるものとする。 

（３）特例措置を適用する場合の記録事項 

  指定自動車整備事業者は、機構から「特例番号」を受領した同日中は実施要領２

－１（３）の事象として特例措置を適用することができる。この場合において、特

例措置を適用した場合の指定整備記録簿の記載等は、実施要領４－２に定めるとこ

ろによるほか、「特例番号」を記載するものとする。 

（４）同日中にアップデートエラーを解消できない場合の措置 

  指定自動車整備事業者は、コールセンターに連絡をした同日中にアップデートエ

ラーが解消されなかった場合には、再度、コールセンターに連絡することにより、

新たな「特例番号」を受領することができる。 

（５）コールセンター対応時間外の措置 

  コールセンターの対応時間外にアップデートエラーが発生し、解消される前に
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OBD 検査を実施する場合には、指定自動車整備事業者は、（１）から（３）までの規

定にかかわらず、特例措置を適用することができる。この場合において、当該指定

自動車整備事業者は、コールセンターの業務開始後速やかに、コールセンターへ連

絡し、「特例番号」を受領するものとする。また、コールセンターに連絡したことを

確認できる記録（別紙様式例を参照）を作成し、指定整備記録簿に添付し２年間保

存するものとする。この場合、コールセンターへの連絡記録をもって指定整備記録

簿へ「特例番号」の記載は不要とする。 

 

３．機構から国への情報提供 

 機構は、「特例番号」の交付状況について、毎月始めに前月分を国土交通本省へ情報

提供するものとする。 
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コールセンターへの連絡記録 

 

作成日：令和●年●月●日 

●●自動車整備工場 

 

□アップデートエラーが発生した日時 

 （記載例） 

 令和●年●月●日 ●時●分 

 

□コールセンターに連絡した日時 

 （記載例） 

 令和●年●月●日 ●時●分、●●（連絡者名） 

 令和●年●月▲日 ▲時▲分、●●（連絡者名） 

 

□受領した特例番号 

 （記載例） 

 UD41-240625-11 

 UD41-240626-11 

  ・ 

  ・ 

  ・ 

 ※特例番号を複数受領した場合は、受領した全ての特例番号を記載すること。 

 

別紙（様式例） 
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 (10)　「指定整備記録簿の記載要領について」の一部改正について
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(11)　「整備工場における平成 10 年９月１日以降合制作車の前照灯検査の取扱いについ

て」の一部改正について
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(12)　道路運送車両の保安基準細目を定める告示第 88 条及び第 166 条の規定にかかる基

準適合性確認の取扱いについて
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(13)　指定自動車整備事業におけるＯＢＤ検査の適切な実施について
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(14)　輸入車のＯＢＤ検査開始までの間における自動車整備事業者に対する行政処分等の

基準の適用について（注意喚起）



(361)

 

   
 

   
    

 
   

 

 

  
 

   
    

 
   

 
 

 

(15)　「基準緩和自動車の行政処分等要領について」の一部改正について
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(16)　速度制限装置（NR）機能の一時的解除の取扱いについて
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(17)　「自動車損害賠償保証法施行規則の一部を改正する省令の施行に伴う事務の取扱い

について」の一部改正について
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(18)　「自動車損害賠償保証法施行規則の一部を改正する省令の施行に伴う事務の取扱い

について」の一部改正について
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 事 務 連 絡 

令和６年１２月２３日 

 

 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会 殿 

 

 

国土交通省物流・自動車局自動車整備課 

 

 

各検査におけるＯＢＤ検査の要否について（周知依頼） 

 

 

平素より国土交通行政の推進に格別のご理解を賜り、厚く御礼申し上げます。 

道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号）及び関係法令の規定により、令和６年 10 月１

日（輸入車は令和７年 10 月１日）から、令和３年 10 月１日以降の新型車を対象に自動車の

検査（車検）時に電子装置の故障の有無を判定するいわゆる「ＯＢＤ検査」が開始されたと

ころです。 

ＯＢＤ検査の対象となる検査については、継続検査のみならず中古新規検査なども含まれ

るため、この度、それぞれの検査について、ＯＢＤ検査の要否を別紙のとおり整理しました

ので、傘下会員に対し周知をお願いします。 
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(19)　各検査におけるＯＢＤ検査の要否について（周知依頼）
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（別紙） 

 

 

各検査におけるＯＢＤ検査の要否 

 

 

ＯＢＤ検査対象車に対する各検査について、ＯＢＤ検査の要否は以下のとおり。 

 

車両の分類※ 検査種別 ＯＢＤ検査の要否 

新車 新規検査 受検日にかかわらず不要 

予備検査 

使用過程車 新規検査(中古) 受検日が以下のいずれにも該当しない場合、必要 

・自動車検査証、登録識別情報等通知書または自動車検査証返納 

証明書に記録されたＯＢＤ検査開始年月日より前 

・初度登録年月（初度検査年月）から１０ヶ月以内 

予備検査(中古) 

構造等変更検査 

継続検査 

※車両の分類について、それぞれ以下のとおり。 

・ 新 車 ：自動車検査証の交付を受けたことがない自動車 

・使用過程車：自動車検査証の交付を受けた自動車又は一時抹消登録を受けた自動車 
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(20)　二輪自動車の操作装置の配置等について
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(21)　自動車特定整備事業者等における事業場間の業務支援について
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(22)　「指定自動車整備事業者等が行う燃料電池自動車等のガス容器等再試験の取扱い要

領について」の一部改正について
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(23)　特定記録簿等事務代行制度における検査標章に係る取扱について
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(24)　「自動車検査業務実施要領について（依命通達）」の一部改正について
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(25)　「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」の一部改正について



(394)
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(26)　「自動車整備事業者に対する行政処分の基準について」の一部改正について
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「自動車整備事業者に対する行政処分等の基準について」等の改正について 
 

物流・自動車局自動車整備課 
令和７年３月 

１．改正の背景 
令和５年、ビッグモーターは故意による損傷の拡大や実施していない塗装作業の請求を行

うなど、不適切な板金・塗装作業が行われていた旨の調査報告書を公表した。国土交通省は、

全国 130の事業場に対して監査を実施し、法令違反が認められた事業場に順次行政処分等を
実施した。またこれらビッグモーターに対する監査を踏まえ、監査担当職員からなる「特別

検討チーム」を設置し、自動車整備工場に対するより効果的な監査・行政処分のあり方につ

いて報告書を取りまとめた。 
また、昨今一般の自動車ユーザーや自動車運送事業者が自動車を整備工場に持ち込むこと

なく自宅や自社で自動車の簡易な整備を受けられる、いわゆる「訪問整備」のニーズの高ま

りをうけ、訪問特定整備制度を開始することとなり、それに伴い「自動車整備事業者に対す

る行政処分等の基準について」（以下「処分基準」と言う。）を見直す必要がある。 
これを踏まえ処分基準及び関係通達について所要の改正を実施する。 
 

２．改正の概要 
（（１１）） 組組織織的的悪悪質質性性がが認認めめらられれるる違違反反にに対対すするる処処分分のの追追加加  

現行の処分基準では指揮命令系統が上位のものからの組織的な指示による違反につい

ての規定がなく、事業場が見捨てられるのみで終わる可能性があるため、組織的違反に

ついての処分を新たに設け、組織的違反があった際には事業者に組織的責任があるとし

て、事業者の持つ事業場全てに対して行政処分を実施出来ることとする。 
（（２２）） 認認証証事事業業者者にに対対すするる違違反反点点数数のの見見直直しし  

ビッグモーターに対する処分では、指定工場については 37 事業場が取消処分に至っ
た一方で、認証工場については取消に至った事業場はなかった。この点について、認証

工場の違反点と量定の関係が指定工場に対してバランスを欠くことから、量定について

再検証を実施し、特に故意による違反について違反点を２倍とするなど違反点数の見直

しを行う。 
（（３３）） 自自主主申申告告をを行行っったた自自動動車車検検査査員員ににつついいてて一一部部処処分分のの軽軽減減  

自動車検査員は、証言した法令違反に自らも関与していた場合、事業場に対する行政

処分に加えて、当該自動車検査員自身も解任命令の対象となることから、正直に証言し

づらい環境にあるため、一定の条件を満たす場合には行政処分を軽減することとする。 
（（４４）） 訪訪問問整整備備等等にに対対すするる処処分分のの追追加加  

新たに開始する訪問特定整備制度に対応するため、訪問特定整備に関する処分項目を

追加する。 
 

３．スケジュール 
公布：令和 7年 3月 31日 
施行：令和 7年 6月 30日 
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(27)　「「自動車整備事業者に対する行政処分の基準について」の細部取扱いについて」の

一部改正について
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３．その他

(1)　継続検査の受験可能期間拡大に関する注意喚起のお知らせ（情報提供）

国土交通省からのお知らせ

車検を有効期間満了日の２か月前から受
けられるのは令和７年４月１日からです

令和 年 月

物流・自動車局
自動車整備課

詳しくは検査担当職員にお尋ねください。

有効期間満了日 車検を受ける日 車検後の有効期間満了日
令和7年5月15日 令和7年3月31日 令和9年3月30日

【２年車検の例】

今年度末に限っては過渡期のため、
例えば、車検証の有効期間満了日が令和7年5月15日の自動車が

令和7年3月中に車検を受けると
残っていた車検期間が「短縮」されます!!

有効期間
短縮

有効期間満了日 車検を受ける日 車検後の有効期間満了日
令和7年5月15日 令和7年4月1日 令和9年５月15日

4月1日以降に車検を受けると…

電子車検証の有効期限については、
検査標章（車検ステッカー）または
「車検証閲覧アプリ」にてご確認ください。

残存する自動車検査証の有効期間を失うことなく継続検査（車
検）を受けられる期間は、これまで、自動車検査証の有効期間が満
了する日の「１か月前」※と規定されていましたが、令和7年4月1日か
ら「2か月前」となります。

※離島に使用の本拠の位置を有する自動車にあっては、従前より「2か月前」と規定。今般、変更なし。
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(2)�　新たな地域名表示（ご当地ナンバー）による 地方版図柄入りナンバープレートの

交付開始日決定！～ つけて走って広げよう、地域の魅力！～
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YouTube  

 

https://www.youtube.com/channel/UCwFJ6KstdbqM9P91828lu2g

(3)�　運転支援システムの特性や限界を知ってみよう！～ 「衝突被害軽減ブレーキ」の

不要作動に慌てないためのビデオを公開します ～
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(4)�　GREEN × EXPO 2027 特別仕様ナンバープレートのデザイン及び交付開始日等を決

定！～ 事前申込の受付は６月９日から開始します。 ～
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(5)�　検査コースでのＯＢＤ検査

検検査査ココーーススででののOOBBDD検検査査①①

27

実実施施すするる受受検検車車両両

OOBBDD検検査査適適用用日日前前

① 検査の日が令和6年9月30日以前 （輸輸入入車車はは令令和和77年年99月月3300日日以以前前）

② 検査の日が型型式式指指定定年年月月日日かからら22年年を経過していない

③ 検査の日が初初度度登登録録年年月月または初度検査年月の前月の末日から起算して1100ヶヶ月月を経過していない

○ 車車検検証証にに「「OOBBDD検検査査対対象象」」とと記記録録されているもののうち、
次のもの以以外外が実施対象

□ 継続検査 □ 中古新規検査 / 中古予備検査

□ 新車新規検査 / 新車予備検査

○ 型式指定年月日から2年を経過していないもの、初度登録年月の前月から起算して10ヶ月を経過していないもの 以以外外は、

実実施施ししまますす。。 （輸入車は令和7年10月1日から）

□ 構造等変更検査

継続検査では稀です

○ 実実施施ししまませせんん。。 （初度登録年月の前月から起算して10ヶ月を経過していない）

※二輪車、大型特殊車、並行輸入車、輸入自動車特別取扱車 は 対象外なので実施しません。
（車検証に「OBD検査対象」と記録されていることはありません。）

28

■ 検査コースの入口で実施

！！

■ OBD検査用サーバに照会した結果を、検査担当者が端末で確認

■ 検査担当者が、検査用スキャンツールを車両に接続

車車両両のの操操作作（（原原動動機機のの始始動動、、停停止止ななどど））はは
受受検検者者のの方方にに行行っってていいたただだききまますす。。

実施対象車は必ず 検査用スキャンツールを接続できる状態 で受検してください

カバー 他の装置

ははずずすす

OBD検査用サーバ

適適合合 不不適適合合

検検査査ココーーススででののOOBBDD検検査査②②
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検検査査ココーーススででのの省省略略

29

○ 認証工場が受検前に『OBD確認』で 適合 を確認してきた受検車両は、
原則、検査コースでのOBD検査を省略します。

○ 省略の可否は、OBD検査用サーバが保存されている記録から 自自動動判判定定 し、
検査担当者に伝えます。

省省略略ががさされれなないいケケーースス

※検査職員が省略すべきでないと判断する場合を除きます。

省省略略可可

一定の抜き取り率でOBD検査用サーバが 『検査が必要』 と 自自動動判判定定 したものは、省略しません

検検査査必必要要

OBD検査用サーバ

OBD検査用サーバ

よって、OBD確認で適合だったことを証明する何かを
持持参参すするる必必要要ははあありりまませせんん。

※次のものは、OBD検査用サーバが「「OOBBDD確確認認のの結結果果がが正正確確ででなないい可可能能性性ががああるるたためめ『『検検査査必必要要』』」」
とと自自動動判判定定するため、省略となりません。

・読み取ったECUに記録されたVINと車検証情報が異なる場合
・レディネスコードの基準が適用される車両のレディネスコードが1つしか完了していない場合
・使用したスキャンツールが認定検査用スキャンツールであることの確認ができなかった場合

55日日間間有有効効

※替え玉受検の防止等が目的


